































































































































































































































































































刎・fiN 3 2 5
　第1表のE，F，　G，H，・LrJの投入量
L　　　　　　　℃　　　　　　　　　　　　’
にそれぞれの購入単位を乗じたものを第1次
の直接原価と名づけて・それをZjであちわ
す。工程X1のそれはZlであり，　X2のそれ
はZ2であるというようにあらわす。そして
その値が，
　Z4誓2万円，　Z2－3，　Z8＝2　Z，＝5
であるとする。
　そうすると，原価計算のための投入係数衷
は第2表のように簡単になる。Xの相互の投
入係数は物量であることを注意したい。
1いまゴ求めようとするX1の1単位当り原
価をPl，X2の1単位当り原価をP2’……と
する。この原価は，第2次の直接原価と名づ
けるとすれば，それは他の工程の原価の配布
をうけたもので．ある。ttこ・のrとき策2表をたて
に合計すると，次の方程式が成り立つ。
ぎない。この式からXtを除くことができる
から，次のように簡単になる。
　P1・0十P2・0．1十P3・0．3十P4・0．5十Z1＝＝Pl
∫　：　：：　：　：　：
　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　サ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
し，1・o．6，面。、三＋P、．／．，．P郭。．＋、1。P、
これを一般的に次のように表現しうる。
（・A）
mii／釧郵
　tAとはAを転置（tranSPose）した行列であ
る。Aは第2表の正方行列である。
これより，tAp＋z＝p
　〔1－　tA〕P＝z
　　∴P　・＝〔1－8A〕－lz
　これで右辺は既知であるから，左辺のベク
トル，即ち各工程の第2次の直接原価を求め
ることがでできる。実際に前の例を用いて計
算してみると，
引§li：1：ili　l無
…臆；1；ili　l：／…
1－tA＝
1
一〇．2
，－
O．1
、　－0．05　－0．1
その逆行列は
／堅＋脚1晒1絶塒争摯〔1一剛
／・，・6・…X4・P2・・…X4・・1・…X4・P4…x・＋2・X4－・ix4
　　これは第2表をたてに合計したものであっ
　て，投入量に価格をかけたものが原価であ
　る，ということをそのまま式にしたものにす
一〇．1
　1
－O．2
一〇●3　－0．5「
－0．3　　0
　1　　－0．4
－O．2圏　1
1：骸ll：搦搬1：1：嵜〕
（i’2313　0．3467　1．3006　0．6357
L。1348q2。2。。．13419・1．2・4・
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生産計画の一一モデル
一懸；難iiii　i；i萎；
　　　　　　Lo．1348　　0．2020　　0．3419　　1．2040
　これが，各工程の第2次の直接原価である
この直接原価は，他の工程で発生した直接原
価をも配賦された後の直接原価である。
　この値は原価要素別の区分が不明である
が，最初の直接原価を合計しないで，単位当
　2　＼1
31
　　1＝
、l／
素3表
8．66、
6．92
7．28
、7．58Y
す。
　さて，（ユ）式の右
辺は，間接部門の
原価を示すわけで
り原価を
　Z1〕
　Z2
　Z3Lz4
として，
rll
　l2
　13
・14
・
／
　　ml
器1　1＋
　　m4
間接部門を加えた投入係数表
　　　　　（及び外部への販売量）
農
l
i
．
　tAp十1十m十n＝P
　　P＝〔1－　tA〕〔1十m十n〕
　としてpを求めれば，原価要素別の値を知
ることもできる。
　もしある工程の製品は全く外部に販売され
ないとすれば，その工程は，いわゆる間接部
門であるが，その部門の費用をさらに他の工
程に配賦することが必要になる。
　，以上にのべた方法によって計算された原価
によると，酵部門の原価があってもそれは
すべて配賦される。これを説明するために，
第2表に，もう一つ間接部門を加えた投入係
数表をつくってみる。例えば第3表のX5部
門がこれに当たり，Xsはサービス部門であ
るので，製造部門からの資源の投入はうけな
いから，X5のたての列は0であり，直接費
のみを消費する。さて前にのべた方法でP，
の価格がきまったとする。このとき
　psaslκt十psa52x2十psasB　xs十psas4　x4　＝　psκs
　　　　　……横の行の合計…t－一（ユ）
　Psx6　1＝　Z5κs　ny　・…・たての列の合計……（2）
という関係が成立する。（1）式は，物量バラン
スのとれるようicκ1，κジ・…κ5を求めたの
であるから，それにP5を乗じた式は当然に
成立する。（2）式は，間接部門の原価は，第1
次の直接費だけで原価が計算できることを示
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1　X1　・・X・X・X・鰻劉翻
Xl　　　　O．2　0．10．050
×2　　0．1　　　0．20．1
Xs　　O．30．3　　　0．2
×4　　0。5　　　0．4
×5　　0，10．1　0．20．3
直接原価l
　Z’
あるが，この原価は，他の部門に残りなく配
賦されたことになる。（ユ）式を見れば，それは
明らかに成立しており，右辺の原価は，左辺
の式によって，残りなく製造部門の製品に配
賦されたことが明らかである（金額表示の場合
には，配賦の行列をつくって配賦することが必要
になる）。
　このことは，製造部門についても同様であ
り，前のようにして求めたPの値は，製造部
門の費用が完全に配賦された原価であるp何
故ならば，外部への販売量を加えて，X，の
総原価は
　piallxl十Pla12κ2十piaユsxs十PI　a1ψ4i
　＋Plals　Xs＋Plbl－PIXI－・・横行の合計
L　plallxl十P2a21xl十psaslxl十P4a“xi
　十PsaSt　Xl十ZIXI　・＝　PIXI……たて列の合計
となり，たて列の合計を見れば，PIX1は総
直接原価であることが明らかであり，それと
横行の値と等しいから，横行は，総直接原価
がすべて配分されたことになる。PIb1・は外
売りの分であって，外部に販売する製品の量
に対するもの以外は，他のすべての製品へ投
入量に応じて配分されていることを示す。し
たがって間接費と同様に，あらためて配賦す
すことは必要ではない。
　第3表にない変動販売費，間接部門の費
用，例えば本社の管理部門の費用，研究開発
生産計画の一モデル
費，販売管理費などは，別に配賦しなければ
ならない。このような費用の配賦を，第3表
のなかに入れて計算してもそれほど実益はな
い。何故ならば，それは通常の計算で容易に
できるからである。このような間接部門の費
用をすべて各製品　（2行工程，又は部門）に配
賦すれば全部原価となる。
IV　工程別又は製品別の利益
　以上のようにして計算された変動原価（第
2次の直接製造原価に変動販売費を加えたもの）
と，販売価格との差から限界利益を求めるこ
とができる。また変動原価に固定費を配賦し
た全部原価と外部への販売価格との差額は製
品別の営業利益となる。
　即ち各製品の販売価格をRi　，直接製造原
価をPi，変動販売費をPitとすれば
　Ri　bi－　Ptbi－P’i　bi＝Yi…製品別の限界利
　　　　　　　　　　　　　益
　となる。また，もし製造間接費，一般管理
費，販売管理費などの配賦を行なって全部原
価を求めるとし，その配賦額をFiとすれば
　Rtbi－　Pi　bi－　P，i　bi－Fゴ＝Y’i…製品別の営
　　　　　　　　　　　　　　　業利益
となる。もし固定費を，直接製造原価の割増
分とし，それをViであらわすと，
　Rzbi－　Pi（1＋Vi）bi－P’ibi＝Y’iとなる。
　以上の計算では，内部の他工程への販売で
は何ら利益を生まないことになり，内部販売
の多い部門の合理化の意欲をそぐ。そこで内
部振替価格を適当に設定する。内部振替価格
の設定には大きくわけて二つの方法がある。
市場価格を基準とする方法と，全部原価を基
準とする方法とである。ところで全部原価を
振替価格の基準としようとし，部門間の相互
取引のある場合には，前述のような計算によ
ってはじめて直接製造原価を求め，それにも
とついて振替価格を設定することができる。
　振替価格がきめられたならば，内部の他工
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程より購入の資材の価格は，もう一度計算し
直さなければならないが，これは他工程より
受け入れた資材の投入量にその価格をかける
ことによって求められる。その振替価格を，
例えば前に求めた直接製造原価〔8．66，　6．92，
7．28，7．58〕の50％割増しとすれば〔12．99，10．
33，　10．　92，　11．37〕となり，これにもとついて
原価計算をやり直ことが必要になる。例えば
X1製品の場合には，
　12．99×0十10．33×0．1－｝－10．92×0．3一ト11．3
7×0．5十2＝11．994
となる。一般的には
　　tA　rt十z・＝P＊
　　但しrtは内部振替価格のベクトルP＊は
内部振替価格にもとつく直接製造原価のベク
トルとして直接製造原価のベクトルが求めら
れる。このように内部取引によって利益のえ
られる場合には，各製品の限界利益は（外部
への販売価格Ri一直接製造原価Pi＊一販売変
動費Pの×外部への販売量＋　（内部振替価
格r’一直接製造原価Pi＊）×内部振替量一製
品別の限界利益となる。
　このような振替価格が，事業部の生産性向
上の意欲を動機づけるものであるか否かはこ
の小論ではふれない。ここで問題としたいの
は，振替価格を原価にもとついて決定すると
すれば，この小論でのべたような方法によっ
てその原価を予測することが必要になるとい
うことである。その計算はやや複雑であると
すれば，市場価格（マイナス販売費）が簡単
であるかも知れない。
若干の問題点
　以上のような線型数学を用いた生産計画は
次のような問題点をもっている。
　（1）ここにのぺた生産計画のモデルは，工
程間の相互取引のある場合に利用することが
できる。もし工程間の流れが一方的であれ
ば，投入産出表を用いても終局は相互依存関
生産計画の一モデル
係のないモデルになり，単純な方法と同じに
なる。
　（2）投入量は線形であることを前提として
いる。非線形であって逓増，逓減などはない
と前提する。
　③　投入量の変化はどうするか。例えば操
業度の変化，設備の改善や技術の変化は，原
単位や工数を変える。また製法の変化や原材
の転換もある。これらの変化を予測して投入
係数を求めることが必要になる。
　C4）製品数をいくつにするか，製品を細か
くわけると，計算は著しくめんどうになる。
ある化学工業会社の場合には，製品数で約50，
工程の数で約150にわけて計算しているが，
このように集約して計算することが必要にな
る。
　（5）　リニアー・プログラミングの適用
　上記のモデルに，さらにリニアー・プログ
ラミングを広用し，最適解を求めるようにす
ることができる。
　LPの適用をする場合には，制約条件とし
て次のものが入る。即ち設備能力，供給責任
量（売上高の最低限），売上高の最高限，原
料供給量，直接人員，などである。このう
ち，人員としては直接人員の数は少なく，そ
れよりもむしろ固定的人員を減少させる方が
問題となるから，制約条件として重要ではな
い。これらをモデルとすれば次のようにな
る。
xi＝［IA］－1　bi……総生産量……（1）
xi≦Ki……設備能力の制限……（2）
bi　2　B　min，　i……供給責任……③
biくBrnax，　i……市場の制約……（4）
Σaij短∠Li……外部からの購入資源の
j　　　　　　　制約　　　　＿＿＿（5）
　Pi＝＝［1－　tA］－1　Zi…直接製造原価…（6）
ΣRtbi一ΣPi　bi一ΣP’i　xi・＝Y…max…（7）
l　　　　　　t　　　　　　t
売上高一直接製造原価一販売変動費＝限界
利益……最大
　求める変数の値……bi及びxi
　ここで注意すべきことを若干つけ加える。
生産能力の制限は，長期の設備計画によって
変えうるわけであるから，年ごとに変る。そ
の制限をいかに変えたならば，利益がどう変
るかを計算すれば，リニア・プログラミング
を内蔵したシミュレーションを行なうことに
なる。但し，この場合には，設備投資による
固定費の増分を目的函数の一項目として加え
ることが必要になる。
　生産品目を集約すると，設備能力をトン数
で表現することが困難になる。この場合に
は，加工時間表示などにあらためる必要があ
る。
　同じ製品でも工場が異なると，能力も異な
るから，それを別々の制約条件の式とするこ
とが必要である。
　同じ製品で工場が異なる場合には，市場の
制約式では合計して，一つの制約式のなかに
入れてよい。例えば，b2＋b4　4　B　max，2と
する。
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